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〒602-8570 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町

発行所　　京 都 府
政 策 法 務 課
電  話 （075） 414-4037

〒602-8048 京都市上京区下立売通小川東入　　　　

印刷所　　中 西 印 刷 株 式 会 社
電  話 （075） 441-3155

本号で公布された条例のあらまし

◇職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（京都府条例第30号）（職員総務課、人事課）

１　改正の理由
　　令和５年10月16日付けで職員の給与等に関する人事委員会の報告・勧告がなされたこと等を踏まえ、職員の

給与等について所要の改定を行うものである。
２　改正の内容
　⑴　給料表（第１条（別表第１～別表第６）関係）
　　　各給料表の給料月額を引き上げることとした。
　⑵　手当
　　ア　初任給調整手当（第１条（第19条の２）関係）
　　　　医療職給料表⑴の適用を受ける職員に対する支給月額の限度額を415,600円に、医療職給料表⑴以外の

給料表の適用を受ける職員のうち医学又は歯学に関する専門的知識を必要とする職に在職する職員に対す
る支給月額の限度額を51,100円に、それぞれ引き上げることとした。

　　イ　期末手当（第１条（第20条）関係）
　　　ア　支給割合を100分の125.5（特定管理職員にあっては100分の102.5、指定職給料表の適用を受ける職員

にあっては100分の65）に引き上げることとした。
　　　イ　定年前再任用短時間勤務職員の支給割合を100分の68.75（特定管理職員にあっては、100分の58.75）

に引き上げることとした。
　　ウ　勤勉手当（第１条（第21条）関係）
　　　ア　支給割合を100分の102.5（特定管理職員にあっては100分の122.5、指定職給料表の適用を受ける職員

にあっては100分の105）に引き上げることとした。
　　　イ　定年前再任用短時間勤務職員の支給割合を100分の50（特定管理職員にあっては、100分の60）に引き

上げることとした。

条　　　　　例

○職員の給与等に関する条例等の一部を改
正する条例　 （職員総務課、人事課）    3

○子育て環境日本一・京都の実現に向けた
取組の推進に関する条例　 （総合政策室）   26

○京都府立都市公園条例の一部を改正する
条例　 （文化施設政策監）   29

規　　　　　則

○技能労務職員の給与等に関する規則等の
一部を改正する規則　 （職員総務課）   30

教 育 委 員 会

○技能労務職員の給与等に関する規則等の一部を改
正する規則　   34

人 事 委 員 会

○職員の給与、勤務時間等に関する規則の一部を改
正する規則　   38

○職員の初任給調整手当に関する規則の一部を改正
する規則　   54
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　⑶　会計年度任用職員の勤勉手当（第１条（第26条）関係）
　　　会計年度任用職員に対し勤勉手当を支給することとした。
　⑷　任期付研究員及び任期付職員の給料等
　　ア　給料表（第２条（別表第１～別表第３）関係）
　　　　給料表の給料月額を引き上げることとした。
　　イ　期末手当（第２条（第７条）関係）
　　　　支給割合を100分の170に引き上げることとした。
　⑸　知事等の期末手当（第３条（第５条）関係）
　　　支給割合を100分の170に引き上げることとした。
　⑹　府議会議員の期末手当（第４条（第４条）関係）
　　　支給割合を100分の167.5に引き上げることとした。
　⑺　その他
　　　所要の規定整備を行うこととした。
３　施行期日等
　⑴　施行期日
　　　令和５年12月22日。ただし、２の⑶については、令和６年４月１日
　⑵　適用期日
　　　２の⑴、⑵のア及び⑷のアについては令和５年４月１日、２の⑵のイ、ウ、⑷のイ、⑸並びに⑹について

は令和５年６月１日

◇子育て環境日本一・京都の実現に向けた取組の推進に関する条例（京都府条例第31号）（総合政策室）

１　制定の理由
　　子育て環境日本一・京都の実現に向けた取組に関する基本理念を定め、社会を構成する各主体の責務及び役

割を明らかにするとともに、それらの主体の一体となった取組により、子育て環境日本一・京都の実現を図る
ため、条例を制定するものである。
２　制定の内容
　⑴　「こども」、「保護者等」、「子育て世代」、「子育て環境日本一・京都の実現」、「学校等」、「子育て支援団体

等」、「子育てにやさしいまちづくり」の用語の定義を定めることとした。（第１条関係）
　⑵　子育て環境日本一・京都の実現に向けた取組を進めるため、基本理念を定めることとした。（第２条関係）
　⑶　府及び保護者等の責務並びに府民、学校等、事業者及び子育て支援団体等の役割を定めることとした。（第
３条～第８条関係）

　⑷　府は、国、市町村及び府民等と連携し、及び協働して、子育て環境日本一・京都の実現に向けた取組を推
進するための体制を整備することとした。（第９条関係）

　⑸　市町村が子育てにやさしいまちづくり推進計画に関する事項等を記載した計画を策定した場合において
は、知事は、市町村の申出に基づき、当該計画を子育てにやさしいまちづくり推進計画として認定すること
ができることとし、府は、当該認定した計画に基づく子育てにやさしいまちづくりの推進を図るために必要
な経費に対して、予算の範囲内において、補助金を交付することができることとした。（第10条関係）

　⑹　特例子育て世帯（18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者が属する世帯（規則で定める世
帯に限る。）をいう。以下同じ。）に属する者のうち規則で定める者が特例適用住宅等（京都府府税条例（昭
和25年京都府条例第42号）第43条の２の２第１項若しくは第３項の規定の適用を受ける住宅の取得における
当該住宅又は同条例第43条の10第１項若しくは第２項の規定の適用を受ける土地の取得における当該土地を
いう。以下同じ。）の取得をした場合において、当該取得の日から１年以内に当該特例子育て世帯に属して
いた者のうち規則で定める者の全てが当該特例適用住宅等に居住することとなり、かつ、当該居住の日にお
いて特例子育て世帯に該当するときは、当該取得に対して課する不動産取得税の税率は、同条例を適用した
場合の税率に、２分の１を乗じて得た率とすることとした。（第11条関係）

　⑺　府民等の間に広く子育ての意義、子育てにおいて家庭及び社会が果たす役割並びにその重要性等について
の認識を深めるとともに、家族との触れ合いを推進するため、毎月19日をきょうと育児の日とすることとし
た。（第12条関係）

　⑻　府は、子育て環境日本一・京都の実現に向けた施策に関する調査研究の推進並びに情報の収集等を行うと
ともに、子育て環境日本一・京都の実現に向けた施策を推進するため、必要な財政上の措置を講じることと
した。（第13条、第14条関係）

３　施行期日等
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　子育て環境日本一・京都の実現に向けた取組の推進に
関する条例
　京都府立都市公園条例の一部を改正する条例

　　令和５年12月22日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

　条　　　　例　

　次に掲げる条例をここに公布する。

　職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

　⑴　施行期日
　　　令和６年４月１日。ただし、⑶及び⑷のウについては、公布の日
　⑵　京都府子育て支援条例（平成19年京都府条例第39号）及び京都府少子化対策条例（平成27年京都府条例第
54号）の廃止

　　　京都府子育て支援条例及び京都府少子化対策条例を廃止することとした。（附則第２項関係）
　⑶　少子化対策基本計画の廃止
　　　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に定められた京都府少子化対策条例第11条第１項に規

定する少子化対策基本計画であって、その計画期間が施行日以後に終わるものとされたものがあるときは、
当該計画は、施行日の前日限り廃止することとした。（附則第３項関係）

　⑷　経過措置
　　ア　京都府子育て支援条例及び京都府少子化対策条例の廃止に伴い、所要の経過措置を定めることとした。

（附則第４項、第６項関係）
　　イ　京都府少子化対策条例の廃止及びこの条例に不動産取得税の特例措置を設けることに伴い、所要の経過

措置を定めることとした。（附則第５項関係）
　　ウ　その他この条例の施行に関し必要な経過措置は、規則で定めることとした。（附則第７項関係）
　⑸　京都府認定こども園の認定等の要件等に関する条例（平成18年京都府条例第46号）の一部改正
　　ア　京都府子育て支援条例の廃止に伴い、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関

する法律（平成18年法律第77号）第25条に規定する事項を京都府社会福祉審議会に調査審議させることと
した。（附則第８項関係）

　　イ　アの一部改正に伴い、所要の経過措置を定めることとした。（附則第９項関係）

◇京都府立都市公園条例の一部を改正する条例（京都府条例第32号）（文化施設政策監）

１　改正の理由
　　球技場に夜間照明等を設置することに伴い、所要の改正を行うものである。
２　改正の内容
　　京都府立山城総合運動公園の球技場の利用料金の区分を改めるとともに、各区分に係る利用料金の上限の額

を定めることとした。（別表関係）
３　施行期日
　　令和６年４月１日までの間において規則で定める日

京都府条例第30号

職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の給与等に関する条例の一部改正）
第１条　職員の給与等に関する条例（昭和31年京都府条例第28号）の一部を次のように改正する。
　　第２条中「条例に」を「条例（第２号に掲げる用語にあつては、第２章第４節を除く。）に」に改める。
　　第19条の２第１項第１号中「414,800円」を「415,600円」に改め、同項第２号中「50,800円」を「51,100円」に改める。
　　第20条第２項中「100分の120」を「100分の122.5」に、「100分の100、」を「100分の102.5、」に、「100分の62.5」を「100

分の65」に改め、同条第３項中「100分の120」を「100分の122.5」に、「100分の67.5」を「100分の68.75」に、「100
分の100、」を「100分の102.5」に、「100分の57.5、」を「100分の58.75」に改める。

　　第21条第２項第１号ア中「100分の100」を「100分の102.5」に、「100分の120」を「100分の122.5」に改め、同号イ中「100
分の102.5」を「100分の105」に改め、同項第２号中「100分の48.75」を「100分の50」に、「100分の58.75」を「100
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分の60」に改める。
　　第26条第１項第１号中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改め、同条第２項中「報酬」の右に「（次

項から第６項までにおいて単に「報酬」という。）」を加え、同条第６項中「以下」を「次条第１項において」に改め、
同条第８項中「期末手当」の右に「及び勤勉手当」を加え、同条第10項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉
手当」に改める。

　　別表第１及び別表第２を次のように改める。

　別表第１（第４条関係）
　行　政　職　給　料　表
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備考　この表は、他の給料表の適用を受ける職員以外の職員に適用する。

　別表第２（第４条関係）
　公　安　職　給　料　表
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備考　この表は、警察に勤務する職員のうちで警視、警部、警部補、巡査部長及び巡査の階級にある警察官に適用する。
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　　別表第３イ及びウを次のように改める。

　　イ　教育職給料表⑵
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備考　１ 　この表は、高等学校及び特別支援学校に勤務する校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、

栄養教諭、講師、助教諭、養護助教諭、実習助手、寄宿舎指導員その他の職員で人事委員会規則で定めるものに適
用する。

　　　２ 　この表の適用を受ける職員のうち、その職務の級が３級である職員で人事委員会規則で定めるものの給料月額
は、この表の額に7,700円（人事委員会規則で定める職員にあつては、この表の３級の給料月額とこれに対応する
特２級の給料月額に100分の104を乗じて得た額との差額を基準として人事委員会規則で定める額）をそれぞれ加算
した額とする。

　　ウ　教育職給料表⑶
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備考　１ 　この表は、中学校、小学校、義務教育学校及びこれらに準じるもので人事委員会の指定するものに勤務する校長、
副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭その他の職員で人事委員会規則で定める
ものに適用する。

　　　２ 　この表の適用を受ける職員のうち、その職務の級が３級である職員で人事委員会規則で定めるものの給料月額
は、この表の額に7,500円（人事委員会規則で定める職員にあつては、この表の３級の給料月額とこれに対応する
特２級の給料月額に100分の104を乗じて得た額との差額を基準として人事委員会規則で定める額）をそれぞれ加算
した額とする。

　　別表第４から別表第６までを次のように改める。

　別表第４（第４条関係）
　　医　療　職　給　料　表

　　ア　医療職給料表⑴
　　　



号外　第37号　令和５年12月22日　金曜日　　　

16

京  都  府  公  報
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備考　この表は、病院、保健所その他人事委員会規則で定めるものに勤務する医師及び歯科医師である職員に適用する。

　　イ　医療職給料表⑵
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備考 　この表は、病院、保健所その他人事委員会規則で定めるものに勤務する薬剤師、栄養士、診療放射線技師その他の職
員で人事委員会規則で定めるものに適用する。

　　ウ　医療職給料表⑶
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